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2021年 2月 第 216号 

 

エグゼクティブ・ニュース 

テーマ：第 37回「中堅企業経営者『景況感』意識調査」～世界 29カ国同時調査～  

（太陽グラントソントン 2021 年 1 月 28 日発表プレスリリースより） 

要 旨 （以下の要旨は 2分 50秒でお読みいただけます。） 

太陽グラントソントンは、 2020 年 10～12 月実施の 2020 年下半期（7～12 月期）

の非上場企業を中心とする中堅企業経営者の意識調査の結果を公表しました。今回の

調査での全調査対象国の平均景況感は、2020 年 5~6 月に実施した前回 2020 年上半期

（1～6 月期）の調査結果から 14 ポイント増の 57％を記録し、大幅な上昇をみせまし

た。 

今回の調査結果のポイント； 

 2020 年下半期の世界 29 か国の平均景況感は、上半期の前回調査比 14 ポイント増

と大幅な上昇を記録しました。これをやや詳しく見ると、前回調査時の記録的な

落ち込みから脱却し多数の国で景況感が向上しましたが、新型コロナウィルス流

行前の水準には届いていません。また、前回調査比では 29 か国中約 8 割の 22 か

国が改善を示しましたが、前年同期比でみると悪化した国が 19 か国と過半数を占

めました。新型コロナウィルスの各国への経済ショックが続いていることが伺え

ます。 

 日本、中国、米国、英国の主要 4 か国では、中国は前回調査比 18 ポイント増と、

新型コロナウィルス感染拡大前の水準を上回る 83％を記録しました。米国は前回

調査時では大きな落ち込みをみせましたが、今回は 19 ポイント増え、感染拡大前

の水準に近づきました。一方、英国、日本は数ポイントずつ改善したものの、い

ずれも全調査対象国平均を下回り、ことに日本においては再び最下位（2019 年

11 月調査時以来）となり、景況感は引き続き低迷しています。 

 日本で新型コロナウィルスが自社の経営に与えた影響を尋ねたところ、前回調査

時から引き続きおよそ 6 割の企業が「売上高」、「営業利益」の減少を認識して

います。また、現時点で大きく影響を受けている点は「渡航および移動制限によ

る出張や営業活動への影響」でした。今後政府に期待する対応については、「設

備投資の優遇措置」が前回調査時の 30％を上回り 36％でした。 

 2020 年の収益見込みは、減収を見込んでいる企業の割合が全調査対象国で 44.1%

でした。中国と米国では、収益の増加を見込む企業の割合が減少を見込む企業の

割合を上回りました（「1～9％増」と回答した企業の割合は中国 36.1％、米国

34.0％）。日本においては、増収を見込んだ企業の割合は 12.3％、一方で減収を

見込んだ企業の割合は 62.9％と、全調査対象国のうち最低水準でした。
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テーマ：第 37回「中堅企業経営者『景況感』意識調査」～世界 29カ国同時調査～を発表 

太陽グラントソントンは、2020 年 10～12 月実施の 2020 年下半期（7～12 月期）の非上場企

業を中心とする中堅企業経営者の意識調査の結果を公表した。この調査は、グラントソント

ン主要加盟国が年に 2 回実施する世界同時調査の一環である。 

 世界 29 カ国の平均景況感(2020 下半期 7～12 月期)は前回調査比 14 ポイント増の 

大幅な上昇 

 約 8 割の調査対象国が前回調査比でプラスに 

 日本の景況感は調査対象国中最も低い 15% 

全調査対象国平均でプラスを記録 

世界 29 カ国の中堅企業経営者に対して行った自国経済の今後一年の見通しに関する 2020 年

下半期(7～12 月期)の調査結果では、全調査対象国の平均景況感は 2020 年 5 月~6 月に実施し

た 2020 年上半期(1～6 月期)の調査結果から 14 ポイント増の 57％を記録し、大幅な上昇をみ

せた。さらに、国ごとでみると、大多数の国でマイナスに転じた前回調査より一転し、多く

の国がプラスに転じ、二桁ポイント増を記録した国が多く目立った。新型コロナウイルの継

続的な拡大により世界中の経済活動が厳しい状況に置かれながらも、記録的な最低水準まで

落ち込んだ前回の結果から脱却する格好となった。一方で、2019 年下半期の調査結果と比較

すると、感染拡大前の水準への回復へは、一部を除き多くの国が道半ばであると伺える結果

であった。 

中国は 80%台の大台に乗り調査対象国中最高水準を記録 

日本・中国・米国・英国の 4 カ国をみると、中国が前回調査比 18 ポイント増と、新型コロナ

ウイルス感染拡大前の水準を上回る 83％を記録し、強固な上昇をみせた。政権交代による過

渡期に置かれている米国においても、前回調査では二桁ポイントの激しい下落をみせたが、 

今回 19 ポイント増を達成し、感染拡大前の水準へと近づいた。英国では 8 ポイント増、日本

では 9 ポイント増と向上をみせたものの、いずれも全調査対象国平均を下回り、ことに日本

においては再び最下位を記録し、継続した景況感の低さをみせた。 

 

今回の結果について太陽グラントソントン顧問中村毅夫は次のようにコメントしている。 

「今年は、世界的なコロナ感染症の再拡大に伴う先行き不安の高まりとともに幕を開けた。

各国で急ピッチの治療薬と予防ワクチン開発が進むがいまだ広範な処方実現までには至って

いない。当面マスク着用と３密回避という相変わらずの地味な対応以外に効果的な手段がな

い中で、経済活動の回復に向けた青写真を描くのは容易ではない。毎年恒例の世界銀行の世

界経済見通しでは、20 年 4％から 21 年 +4％成長へとリバウンドを想定しており 1、これを支

える主力は逸早く回復に向かった中国を擁する東アジア・太平洋地域の +7％成長となってい

る。これは奇しくも今回の「中堅企業経営者『景況感』意識調査」結果と軌を一にする。し

かし、こうした数字とは裏腹に 世界銀行のトーンは警戒感に満ちている。今回の感染症の流

行は財政基盤の脆弱な国々の累積債務リスクを増大させ、元々成長鈍化傾向にあった世界経

済の一層大幅な減速を招く恐れがあると強調している。」 

 
 

1 “World Bank. 2021. Global Economic Prospects, January 2021. Washington, DC: World Bank. © World 

Bank.  https://openknowledge.worldbank.org/handle/10986/34710 License: CC BY 3.0 IGO.” 



太陽グラントソントン エグゼクティブ・ニュース  2021年 2月 第 216号 

© Grant Thornton Japan. All right reserved. 3 

【図 1】 日本、中国、米国、英国における景況感の推移 

 

 

記録的な落ち込みから脱却 

多数の国で景況感が向上するも新型コロナウイルス前の水準へは届かず 

 

今回の調査では、全調査対象国 29 カ国の景況感の平均は前回比 14 ポイント増の 57%とな

り、全体のうち約 8 割の 22 カ国が回復した。前回比では回復したものの、前年同期比でみる

と、減少を示した国が 19 カ国と過半数を占め、新型コロナウイルスによる各国への継続的な

影響が伺えた。 

 

一方で、アジア太平洋地域では、第一位の中国の大幅な上昇もさることながら、ランキング

上位にはインドネシア、インドが並び、7 位のシンガポールは前回調査比 29 ポイント増と群

を抜いた伸びをみせるなど、全体的に上昇を示した。 

 

また、スペイン(29%)、フランス(32%)、イタリア(33%)、英国(39%)、ドイツ(41%)など、政府

によるロックダウンや移動規制を含む厳しい新型コロナウイルス感染拡大防止措置がとられ

た欧州地域の国々の景況感は、全調査対象国平均より大きく離れ、低水準を記録した。 

国ごとの上昇幅では、シンガポールに次いでインドネシア(23 ポイント増)、アイルランド(22

ポイント増)、ブラジル(21 ポイント増)と、二桁ポイント増の上昇幅を記録し、強固な回復を

みせた。 

 

対照的に、減少を記録した国は、ベトナム(15 ポイント減)、次いでアラブ首長国連邦(9 ポイ

ント減)、マレーシア(6 ポイント減)、フィリピンならびに南アフリカ(5 ポイント減)となり、

ベトナムをのぞき、減少幅は比較的小さいものであった。 

 

さらにランキング下位には日本(15％)、韓国(17％)、ロシア(21％)、がならび、とくに日本と

韓国はこれまでの調査に引き続き非常に悲観的な景況感を示した。 
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【図 2】調査対象国の景況感ランキング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※景況感(%)が同じ国は、小数点以下の数値で順位付けしている。 

 

＜調査実施期間＞ 

2020 年下半期：2020 年 10 月～12 月 29 カ国 

2020 年上半期：2020 年 5 月～6 月 29 カ国 

2019 年下半期：2019 年 10 月～11 月 32 カ国 
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日本企業の新型コロナウイルスによる影響 

過半数の企業が売上高・営業利益の減少を認識 

 

日本の中堅企業に、新型コロナウイルスが自社の経営に与えた影響を前年同期比で尋ねたと

ころ、売上高については前回調査から引き続きおよそ 6 割の企業が減少を認識し、そのうち

30 以上の減少を認識している企業は 11 に低下し、一方で 10 の減少を認識している企業は 37

に増加した。(図 3) 

 

営業利益については、減少を認識した企業の割合は前回比とほぼ同等であったものの、30 以

上の減少を認識した企業は 9 ポイント減の 14 に収まり、さらに増加を認識した企業は 8 ポイ

ント増の 11 に伸びた。(図 4) 

 

コストへの影響については、前回同様半数以上の企業が大きな影響はないと回答し、内訳も

概ね横ばいであった。(図 5) 

 

 

【図 3】貴社の売上高に対する新型コロナウイルスによる影響は前年同期比でどれくらいありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図4】貴社の営業利益に対する新型コロナウイルスによる影響は前年同期比でどれくらいありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 5】 貴社のコストに対する新型コロナウイルスによる影響は前年同期比でどれくらいありますか。 
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現時点で大きく影響を受けている点については、「人材の確保」を除く全ての項目において

わずかながらもポイントが減少した。前回に引き続き、「渡航および移動制限による出張や

営業活動への影響」(55%)との回答が最も多かった。(図 6) 

今後の経営面での影響については、前回最も多かった「国内消費の低迷」がさらに増加し

54%となった。(図 7) 

さらに、今後政府に期待する対応に関しても、前回同様「減税や補助金などの景気対策」

(58%)を求める声が依然として多く挙げられ、「設備投資の優遇措置」は前回調査の数値を上

回った。(図 8) 

 

【図 6】新型コロナウイルスにより、現在貴社が主に影響を受けていることは何ですか。（複数回答可） 

 
【図 7】 今後貴社の経営面でどのようなことが影響を受けると思いますか。（複数回答可） 

 

【図 8】 新型コロナウイルスへの対応に関して、政府に期待することは何ですか。（複数回答可） 
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各国における新型コロナウイルスによる影響 

日本の企業の収益見込みはワースト 1位に 

新型コロナウイルスが自社の経営に与えた影響に関する質問について、調査対象各国の回答

を見てみると、収益に関しては、減収を見込んでいる企業の割合が調査対象国全体で 44.1%と

なり、「1%~9%減少」または「10%~19%減少」と回答した企業は全体の 3 割を超えた 。 

対照的に、中国と米国については、収益の増加を見込む企業の割合は減少を見込む企業の割

合を上回り、特に「1%~19%増加」と回答した企業の割合は、中国で 36.1%、米国では 34.0% 

と、高い水準を記録した 。 

日本においては、増加を見込んだ企業の割合は 12.3%であり、減少を見込んだ企業の割合は 

69.2%と、いずれも全調査対象国のうち最低の水準であった。英国については、概ね調査対象

国平均と同等の水準であった。(図 9) 

 

【図 9】新型コロナウイルスによる影響を考慮し、貴社の 2020年の収益はどのように変化すると思いますか。 

今後の市場回復に備えた計画について尋ねたところ、調査対象国平均では「組織の復旧に向

けたテクノロジーの活用」、次いで「将来の職場の安全性確保」を挙げる声が最も多かっ

た。 

世界をみても極めて感染拡大が激しい米国では、これらの項目を選択した企業の割合は約半

数にのぼり、長期化するコロナ禍での経済活動の維持に向けて、企業の安全衛生と環境整備

に関する意識変化がうかがえる結果となった。(図 10) 

 

【図 10】市場の回復に備えて、貴社が計画したものは何ですか。(複数回答) 

                                                                                    (単位：％) 
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中堅企業経営者の意識調査－概要 

実施期間：2020 年 10 月~12 月 

 

参加国数：29 カ国 

(アジア太平洋地域) 日本、オーストラリア、中国、インド、インドネシア、マレー

シア、シンガポール、タイ、フィリピン、韓国、ベトナム 

(EU 加盟国) フランス、ドイツ、ギリシャ、アイルランド、イタリア、スペイン、

スウェーデン 

(北中南米) 米国、カナダ、アルゼンチン、ブラジル、メキシコ 

(アフリカ) 南アフリカ、ナイジェリア 

(その他) 英国、トルコ、ロシア、アラブ首長国連邦 

 

調査対象：約 10,000 名の世界の中堅企業ビジネスリーダー、または経営トップ 

日本からは従業員数 100 名以上 1,000 名未満の全国の中堅・中小企業(上場および

非上場)から 227 社の意志決定権を持つ経営層が回答した。 

 

調査について : 質問表を各言語に翻訳し、オンラインおよび電話で行い、調査会社 

Dynata（旧社名 Research Now）がデータの取りまとめを行った。 

 

分析手法：景況感について、各国の全回答数のうち「非常に楽観的」または「やや楽観的」 

と回答した社数の割合を当該国の景況感とする。(単位:) 

 

※2019 年上半期以前に実施した本調査では、(楽観的と答えた人のパーセンテー

ジ) － (悲観的と答えた人のパーセンテージ)として算出するバランス統計手法 

DI(Diffusion Index)を用いていたが、2019 年下半期調査結果およびそれに含まれる

2019 年上半期以前の数値に関しては DI を使用せず、上記の割合(単位:)にて統一

表記した。 

 

利用上の注意 : 調査結果の数値は、表章単位未満の位で四捨五入しているため、総数と内訳

の合計は必ずしも一致しない。 

 

Grant Thornton は、1992 年にヨーロッパの中堅・中小企業に関する年次調査「European 

Business Survey」を開始。2002 年から、日本を含む世界の中堅・中小企業を調査対象に加

えた「International Business Report」(IBR)として年次調査を実施。 

2010 年 11 月～12 月調査以降は、調査対象を中堅企業経営者とし、四半期ごとに調査結果を

公表、2018 年からは半期ごとに調査・結果公表を行っている。 

 

 

＜本件に対する問い合わせ先＞ 

太陽グラントソントン マーケティング・コミュニケーション 担当 田代知子 

TEL : 080-4156-3706 (直通) 

FAX : 03-5770-8820  

Email : mc@jp.gt.com 

 

 

以上 


